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庁舎の維持管理業務において、毎年度、個別におこなっている業務発注を集約化するこ

とで「業務の効率化」及び「事務負担の軽減」が図られることを想定している。今回、集

約化する業務規模や業務内容、市場性等さまざまな課題・問題点を抽出・検証し、メリッ

ト・デメリットを整理した上で、新たな発注手続きの導入について検討するものである。 

 

キーワード：庁舎の維持管理業務の集約化，業務の効率化，事務負担の軽減， 

 

 

１． 背景及び目的 

 

 これまで庁舎の維持管理業務の発注は、毎年度、個別

（業務別・担当者別）に手続きし、発注規模によって少

額随意契約方式又は一般競争入札方式に分けて発議をお

こなっている。 

 しかし、昨今の職場状況は、定員削減やワークライフ

バランスの確保のため、手続きの簡素化等を含めた業務

改善や効率化の必要に迫られている。 

こうしたことから、本論文では、現段階で可能な業務

の集約化について、検証し導入を検討するものである。 

 なお、当該検討においては、地整内３５事務所等（建

設３０事務所等、港湾５事務所）の実態を確認すると共

に、既に一部導入されている事務所（愛国：各設備の保

守点検、高山：清掃業務と除雪作業）もあることから、

検証段階において事例等を参考にしながら検討していく

ものである。 

  

２． 庁舎の維持管理業務の現状と課題 

 

(1) 北勢国道における現状 

a) 今年度発注（予定含む）の庁舎維持管理業務     

北勢国道が今年度発注している当該業務（国債契約の

継続及び発注予定を含む）は、次の１１件である。①庁

舎機械警備業務、②庁舎清掃業務、③空調機点検業務、

④空気環境測定業務、⑤消防設備法定点検業務、⑥建築

物点検業務、⑦一般廃棄物搬出処理業務、⑧機密文書溶

解処理等業務、⑨電気通信施設保守業務、⑩受水槽等の

清掃及び水質検査業務、⑪高木剪定業務となっている。       

a) 業務別発注形態 

業務別発注形態は表－１のとおりである。 

                              

 

 

(2) 個別契約における課題 

a) 事務手続き等における課題 

現状では、すべての案件において、１件ずつ発議をお

こない予定価格の作成をはじめ、担当職員等の配置をお

こなわなければならない。 

表－１　発注形態

業　　務　　名

（期間：単年度or国債）

庁舎機械警備業務

国債：Ｈ２７－Ｈ３１

庁舎清掃業務

単年度、

電気通信施設保守業務

単年度、

一般廃棄物搬出処理業務

単年度、

機密文書溶解処理等業務

単年度、

空調機点検業務

単年度、

空気環境測定業務

単年度、

高木剪定業務

単年度、

消防設備法定点検業務

単年度、

受水槽等清掃及び水質検査業務

単年度、

建築物点検業務

単年度、

随意契約

随意契約

随意契約

契約方式

一般競争

一般競争

一般競争

随意契約

随意契約

随意契約

随意契約

随意契約
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b) 契約方式における課題 

表－１で示したとおり、現状の発注形態は、一般競争

契約（３件）と随意契約（８件）となっており、とりわ

け随意契約においては、金額が少額であるため大半が地

元企業の参入となっている。 

契約方式の変更（随意契約から一般競争契約に変更）

をすれば、これまで受注していた地元企業など中小・零

細企業は、無資格業者登録のため、当該業務への参入が

難しくなり、一方新たな業者の参入もなければ、契約不

調になることも想定しておかなくてはならない。 

 

３． 庁舎維持管理業務への集約化導入 

 

 現在の個別契約で抱える課題をクリアーするため、 

本論文では、現段階でも可能な業務の集約化について、 

検証し導入の是非について検討する。 

 

（1） 一般的な庁舎維持管理業務の分類 

 北勢国道が発注している庁舎維持管理業務を分類別に

仕分けすると表－２のとおりとなる。 

 

 
 

(2) メリット・デメリット 

 メリット（解決できる課題）については、業務発注に

係る事務手続きが大幅に改善され、業務間の年間作業工

程の平準化（業務の効率化）ができ、担当職員等を最低

限の人数配置すれば業務対応できることである。 

 一方、デメリット（今のままだと解決できない課題） 

については、主に次の３点が考えられる。 

 a)予算面における課題（複数年度） 

現状では、対象となる業務が単年度契約と国債契約

（複数年度）に混在しているため、単年度発注の業務

のみの集約化となり、現在、国債契約として手続きし

ている「庁舎機械警備業務」を除外しなくてはならな

い。 

b) 業務規模の大きさと組み合わせの課題 

また、集約化において大事な要因は、業務規模の大

きさと業務の組み合わせ（バランス）であり、いくら

多くの業務を集約化しても受注業者が参入できなくて

は意味がなくなる。 

C)地元企業排除の懸念 

集約化となれば、予算規模は大きくなり発注形態は随

意契約から一般競争契約となるため、地元企業の参入が

難しく結果的に地元企業の参入を排除することになる。 

 

４． 他の機関の導入状況（照会） 

(1) 地整内の導入状況（地整内３５事務所等の実態） 

 該当は、愛知国道と高山国道の２事務所。主な内容は

次のとおり。 

a) 愛知国道の集約化事例 

事務所本庁舎各種設備の保守点検を中心に集約を実

施。主な仕様は、空調設備の清掃、環境衛生設備の点

検等（受水槽・高架水槽の清掃点検、空気環境測定、

水質検査など）、消防設備等の点検、照明設備の照度

測定と制御システムの点検、自動ドアの点検、防水扉

設備の点検、火災警報等警備業務など 

b) 高山国道の集約化事例 

清掃業務と除雪業務 

                  

(2) 三重県内（北中部エリア）自治体の導入状況          

表－３のとおり 

 

表－２　分類表（分類毎の仕分け）

業　　務　　名

大項目 中項目 （期間：単年度or国債）

庁舎清掃業務

単年度、

一般廃棄物搬出処理業務

単年度、

機密文書溶解処理等業務

単年度、

空気環境測定業務

単年度、

受水槽等清掃及び水質検査業務

単年度、

空調機点検業務

単年度、

電気通信施設保守業務

単年度、

高木剪定業務

単年度、

消防設備法定点検業務

単年度、

建築物点検業務

単年度、

庁舎機械警備業務

国債：Ｈ２７－Ｈ３１

建築・設備
保全業務

点検整備業
務

警備業務 警備業務

建築・設備
保全業務

点検整備業
務

建築・設備
保全業務

点検整備業
務

設備管理業
務

運転監視保
守業務

建築・設備
保全業務

点検整備業
務

環境衛生管
理業務

衛生管理業
務

環境衛生管
理業務

衛生管理業
務

環境衛生管
理業務

衛生管理業
務

環境衛生管
理業務

衛生管理業
務

分類

環境衛生管
理業務

清掃管理業
務

表－３　三重県内（北中部エリア）の自治体別「集約化」導入状況

自治体名 庁舎維持管理業務集約化状況の内容

四日市市
　庁舎清掃、警備業務、設備保守・運転業務、受水槽
清掃、ビル管法－害虫駆除を取りまとめた総合管理
業務。

（補　足）
＊四日市の集約化は、昨今の業務効率化や事務の
負担軽減を求めてできたものではなく、かなり以前か
ら現行スタイルが定着し現在に至っている。

桑名市

　業務毎に発注しているが、「警備業務」「清掃業務」
については、２年契約で発注。「エレベーター保守」
「電気工作物保守」「電力デマンド監視保守」「トイレ脱
臭保守」については、３年で契約している。

鈴鹿市
　業務毎に発注しているが、清掃業務・警備業務・設
備保守については、長期継続契約として約４年間の
契約期間を設定して契約している。

亀山市
　業務毎に発注しており、清掃業務・自家用工作物保
安管理業務については、今年度から複数年契約（３
年）している。

伊賀市 　業務毎に発注している。

津市
　ビル管理業務委託・庁舎清掃業務は単独で２年契
約。エレベーターは、単独４年契約。その他は、単独
１年契約

三重県（本庁
舎）

　清掃業務・警備業務・消防設備・設備管理業務委託
については、単独・複数年契約（３年）。他の業務につ
いては、単独・単年度発注

（補　足）
　三重県においては、庁舎維持管理業務のうち「清掃
業務」「警備業務」（など１，０００万円以上の案件）に
ついては、総合評価方式を採用している。

三重県（地域
庁舎）

　清掃業務・警備業務については、集約化。総合評価
方式・期間３年で発注。その他は、単独・単年度発注
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(3) 市場における先進的な事例紹介 

表－４、表－５、表－６のとおり 

 

 

 

 

 

５． 導入する場合の課題への対応 

(1) 予算の確保（複数年度の課題） 

 「庁舎機械警備業務」のように、単年度だけでなく複

数年度の発注が可能となるよう本局とも相談しながら導

入の準備を進めていく。 

 

(2) 業務規模の大きさと集約業務の組み合わせ           

 業務規模については、可能な限り集約化をおこない、

受注業者が参入しやすい業務規模にしていく。また、集

約化することで発生する集約業務の組み合わせ課題につ

いては、地元企業のJV構成による参加も考えられるが、

当面、近隣自治体の発注実績を参考に検討を進めていく。 

 

(3) 地元企業の受注機会の確保 

 集約化をおこなうと発注形態が一般競争契約となるた

め、受注対象業者（の条件）については、三重県内に本

店・支店等の配置があることを条件にしていく。 

 

６．導入のための実施要領（案） 

 

(1) 北勢国道における維持管理業務の集約化 

これまでの検証を踏まえ、当事務所における当該

業務の集約化の一考察（イメージ）は、次のとおり。 

a)環境衛生管理業務              

庁舎清掃業務、一般廃棄物搬出処理､空気環境測

定業務、水質管理（給水、排水、貯水槽、浄化槽）       

b)設備管理業務 

空調機点検 

c)建築・設備保全業務 

消防設備法定点検、建築物点検業務、高木剪定業

務 

  

(2) 参加資格 

一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格） 

の東海・北陸地域の認定を受けた者であること及び

事務所等の所在地域に営業拠点（本社・本店、支社・

支店、営業所等）を有することを要件とする。 

 

(3) 公示場所、周知・PR方法など 

 一般競争の公告に準じて、事務所掲示板に公告文を

掲示するほか、中部地方整備局ＨＰにも掲載する。ま

た、地域性等にも配慮するため、入札参加業者が定着

するまでの間、出張所掲示板への掲示や記者発表への

投げ込みも検討していく。 

 

７． まとめ        

今回テーマにした庁舎維持管理業務における業務の集

表－４　香川県まんのう町の事例

　背　景
　平成１８年３月の３町合併より行政改革の一環とし
て町有施設の包括管理を研究。

（平成２２年度より）

　電気保安業務、清掃業務等、６５施設に係る延１５６
業務に上る、学校を含めた公共施設等の保守点検業
務について、一括して委託契約を実施。

　その他

（効果など）

　VFM はPFI事業における最も重要な概念の一つで、
支払い(Money)に対して最も価値の高いサービス
(Value)を供給するという考え方のことです。

　従来の方式と比べて PFI の方が総事業費をどれだ
け削減できるかを示す割合です。

　「ＰＦＩ事業による学校を含めた公共施設の保守点検業務の実施」

　対象業務

　その結果、１５０件を超える契約事務がなくなり、
取り組みの効果として、契約時のＶＦＭは、１９．８１％
となった。

（参　考）

表－５　千葉県流山市の事例

　電気工作物・エレベーター・自動ドアなどの設備の保
守点検業務。

　各施設の設備ごとに単独発注していた市役所等施
設の設備等の保守管理、点検、法定検査、維持管理
等を包括的に業務委託するもの。

　民間のノウハウを活用し、保守管理業務の質の向
上・事務量の低減・コスト削減をはかるもの。

　その他

（効果など）

　契約期間は現在５年。流山市においては、コスト削
減効果もありこの削減分を活用した「全対象施設の
巡回点検（１回／月）・簡易修繕や中短期修繕計画
書」などの付加価値を実現。

　「デザインビルド（協議）型包括施設管理業務委託」

　対象業務

表－６　大阪府箕面市の事例

　１２６業務（警備、清掃、設備管理、樹木剪定など）。

これまで、施設や業務ごとに個別で契約を結ん
でいたが、多くの事業者に入札して頂き民間事業
者の自由な発想でよりよい提案がされることを期
待した事例である。契約期間は、６０ヶ月。

　その他
過去５年間の実績は、１２４業務において約３

億２千万円、約２２％の削減効果額を得た。

（効果など）
　現在は、一定に成果が出たので一括契約方式に
よる総合評価入札に変更。対象業務は、１４０業
務に増加。

　成果を踏まえ「希望業務選択方式」から「一括契約方式」による総
合評価入札へ変更

　対象業務
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約化をおこなっていくには、いくつか乗り越えなくては

ならない課題もあるが、先行している事務所や自治体の

実績等を鑑みれば、要件が整い次第、近い将来具体化で

きると確信が持てると共に、業務の効率化と事務の負担

軽減に期待感が高揚した。 

また、今後とも地整内で先行している２事務所や近隣

自治体等と情報共有しながら、実効性のある対応策を検

討し、できるところから具体化・導入することが望まし

いと考える。 

今回の検討を機会に、本局や他事務所とも連携しなが

ら事務所だけでなく「県別ブロックでできるもの」など

も模索しながらより具体化していきたい。 
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